
○岡山市建築関係事務手数料条例 

 

平成１２年３月２２日 

市条例第１６号 

改正 平成１５年２月２５日市条例第６号 

平成１８年３月２３日市条例第９号 

平成１９年３月２７日市条例第２４号 

平成１９年９月２８日市条例第６０号 

平成２１年５月２６日市条例第３２号 

平成２２年３月２５日市条例第１８号 

平成２２年１２月２０日市条例第６１号 

平成２５年３月２５日市条例第１９号 

平成２７年７月８日市条例第５５号 

平成２８年６月３０日市条例第４３号 

平成２９年３月２２日市条例第１９号 

平成３０年３月２０日市条例第４５号 

平成３０年９月２８日市条例第７３号 

令和元年７月４日市条例第１１号 

令和元年１２月１９日市条例３４号 

                 令和２年３月１８日市条例２２号 

令和３年３月１７日市条例４２号 

令和３年１２月２３日市条例７９号 

令和４年３月１７日市条例２３号 

令和４年６月３０日市条例第３６号 

令和４年９月２８日市条例第４４号 

令和５年３月１４日市条例第３８号 

令和６年９月２４日市条例第６０号 

 



（趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定により徴収する建築基

準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。），マンションの建替え等の円

滑化に関する法律（平成１４年法律第７８号），長期優良住宅の普及の促進に関する法

律（平成２０年法律第８７号），都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律

第８４号），建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５

３号）及びマンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）

に基づく確認，計画通知，判定，検査，許可，承認，認定及び指定（以下「確認等」と

いう。）並びに建築関係書類の証明及び交付の事務に関する手数料については，別に定

めるものを除くほか，この条例の定めるところによる。 

（手数料の納付） 

第２条 法，マンションの建替え等の円滑化に関する法律，長期優良住宅の普及の促進に

関する法律，都市の低炭素化の促進に関する法律，建築物のエネルギー消費性能の向上

等に関する法律及びマンションの管理の適正化の推進に関する法律に基づく確認等並び

に建築関係書類の証明及び交付の申請をしようとする者は，次条から第１５条までに規

定する手数料を納付しなければならない。この場合において，当該手数料の額は，特別

の計算単位の定めのあるものについてはその計算単位につき，その他のものについては

１件につき，それぞれ当該各条に定める額とする。 

（建築物に関する確認申請手数料及び計画通知手数料） 

第３条 法第６条第１項及び法第１８条第２項（法第８７条第１項において準用する場合

を含む。）の規定による建築物に関する確認の申請及び計画通知に対する審査手数料の

額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 

（１） 床面積の合計が３０平方メートル以内のもの 

ア 構造計算書のあるもの ９，０００円 

イ 構造計算書のないもの ６，０００円 

（２） 床面積の合計が３０平方メートルを超え，１００平方メートル以内のもの 

ア 構造計算書のあるもの １４，０００円 

イ 構造計算書のないもの １２，０００円 



（３） 床面積の合計が１００平方メートルを超え，２００平方メートル以内のもの 

ア 構造計算書のあるもの ２２，０００円 

イ 構造計算書のないもの ２０，０００円 

（４） 床面積の合計が２００平方メートルを超え，５００平方メートル以内のもの 

ア 構造計算書のあるもの ３４，０００円 

イ 構造計算書のないもの ２８，０００円 

（５） 床面積の合計が５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のも

の ５１，０００円 

（６） 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内

のもの ７３，０００円 

（７） 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以

内のもの １９４，０００円 

（８） 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超え，５０，０００平方メートル

以内のもの ３３７，０００円 

（９） 床面積の合計が５０，０００平方メートルを超えるもの ５５２，０００円 

２ 前項の床面積の合計は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該各号に定める面積

について算定する。 

（１） 建築物を新築し，増築し，又は改築する場合 当該建築に係る部分の床面積 

（２） 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を新築し，増築し，又は改築する

場合 当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっ

ては，当該増加する部分の床面積） 

（３） 建築物を移転し，大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし，又は用途を変更

する場合（次号に掲げる場合を除く。） 当該移転，大規模の修繕，大規模の模様替

又は用途の変更に係る部分の床面積の２分の１ 

（４） 確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を移転し，大規模の修繕若しくは

大規模の模様替をし，又は用途を変更する場合 当該計画の変更に係る部分の床面積

の２分の１ 

（建築設備及び工作物に関する確認申請手数料及び計画通知手数料） 



第４条 法第８７条の２又は法第８８条第１項若しくは第２項の規定による建築設備及び

工作物に関する確認申請及び計画通知に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる場

合の区分に応じ，当該各号に定める額とする。 

（１） 建築設備を設置する場合（次号に掲げる場合を除く。） １２，０００円 

（２） 小荷物専用昇降機を設置する場合 ６，０００円 

（３） 工作物を築造する場合 １１，０００円 

（４） 確認を受けた建築設備の計画を変更して設置する場合（次号に掲げる場合を除

く。） ７，０００円 

（５） 確認を受けた小荷物専用昇降機の計画を変更して設置する場合 ３，０００円 

（６） 確認を受けた工作物の計画を変更して築造する場合 ６，０００円 

（建築物に関する完了検査申請手数料） 

第５条 法第７条第１項及び法第１８条第２０項の規定による建築物に関する完了検査の

申請に対する検査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額と

する。 

（１） 床面積の合計が３０平方メートル以内のもの １１，０００円 

（２） 床面積の合計が３０平方メートルを超え，１００平方メートル以内のもの １

５，０００円 

（３） 床面積の合計が１００平方メートルを超え，２００平方メートル以内のもの ２

２，０００円 

（４） 床面積の合計が２００平方メートルを超え，５００平方メートル以内のもの ３

３，０００円 

（５） 床面積の合計が５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のも

の ５４，０００円 

（６） 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内

のもの ７４，０００円 

（７） 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以

内のもの １５５，０００円 



（８） 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超え，５０，０００平方メートル

以内のもの ２６５，０００円 

（９） 床面積の合計が５０，０００平方メートルを超えるもの ４５２，０００円 

２ 中間検査を要する場合 

（１） 床面積の合計が３０平方メートル以内のもの １１，０００円 

（２） 床面積の合計が３０平方メートルを超え，１００平方メートル以内のもの １

５，０００円 

（３） 床面積の合計が１００平方メートルを超え，２００平方メートル以内のもの ２

１，０００円 

（４） 床面積の合計が２００平方メートルを超え，５００平方メートル以内のもの ３

２，０００円 

（５） 床面積の合計が５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のも

の ５１，０００円 

（６） 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内

のもの ７０，０００円 

（７） 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以

内のもの １４９，０００円 

（８） 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超え，５０，０００平方メートル

以内のもの ２５８，０００円 

（９） 床面積の合計が５０，０００平方メートルを超えるもの ４４７，０００円 

３ 前項の床面積の合計は，建築物を新築し，増築し，又は改築した場合にあっては当該

新築，増築又は改築に係る部分の床面積について算定し，建築物を移転し，又は大規模

の修繕若しくは大規模の模様替をした場合にあっては当該移転，大規模の修繕又は大規

模の模様替に係る部分の床面積の２分の１について算定する。 

（建築設備及び工作物に関する完了検査申請手数料） 

第６条 法第８７条の２又は法第８８条第１項若しくは第２項の規定による建築設備及び

工作物に関する完了検査の申請に対する検査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応

じ，当該各号に定める額とする。 



（１） 建築設備（次号に掲げる場合を除く。） １８，０００円 

（２） 小荷物専用昇降機 １１，０００円 

（３） 工作物 １３，０００円 

（建築物に関する中間検査手数料） 

第７条 法第７条の３及び法第１８条第２８項の規定による建築物の中間検査の申請に対

する検査手数料は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定める額とする。 

（１） 床面積の合計が３０平方メートル以内のもの １１，０００円 

（２） 床面積の合計が３０平方メートルを超え，１００平方メートル以内のもの １

４，０００円 

（３） 床面積の合計が１００平方メートルを超え，２００平方メートル以内のもの ２

１，０００円 

（４） 床面積の合計が２００平方メートルを超え，５００平方メートル以内のもの ３

１，０００円 

（５） 床面積の合計が５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のも

の ４９，０００円 

（６） 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内

のもの ６６，０００円 

（７） 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以

内のもの １３４，０００円 

（８） 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超え，５０，０００平方メートル

以内のもの ２３０，０００円 

（９） 床面積の合計が５０，０００平方メートルを超えるもの ３９６，０００円 

（建築許可等申請手数料） 

第８条 法及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律に基づく許可，承認，認定又

は指定の申請に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる事務の区分に応じ，当該各

号に定める額とする。 

（１） 法第７条の６第１項第１号若しくは第２号又は法第１８条第３８項第１号若し

くは第２号（これらの規定を法第８７条の２第１項又は法第８８条第１項若しくは第



２項において準用する場合を含む。）の規定による検査済証の交付を受ける前におけ

る建築物等の仮使用の認定の申請に対する審査 １２０，０００円 

（２） 法第４２条第１項第５号の規定に基づく道路の位置の指定，変更又は廃止の申

請に対する審査 ５０，０００円 

（３） 法第４３条第２項第１号の規定による建築物の敷地と道路との関係の建築の認

定の申請に対する審査 ２７，０００円 

（４） 法第４３条第２項第２号の規定による建築物の敷地と道路との関係の建築の許

可の申請に対する審査 ３３，０００円 

（５） 法第４４条第１項第２号の規定による公衆便所等の道路内における建築の許可

の申請に対する審査 ３３，０００円 

（６） 法第４４条第１項第３号の規定による道路内における建築の認定の申請に対す

る審査 ２７，０００円 

（７） 法第４４条第１項第４号の規定による公共用歩廊等の道路内における建築の許

可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（８） 法第４７条ただし書の規定による壁面線外における建築の許可の申請に対する

審査 １６０，０００円 

（９） 法第４８条第１６項各号のいずれにも該当しない場合における同条第１項ただ

し書，第２項ただし書，第３項ただし書，第４項ただし書，第５項ただし書，第６項

ただし書，第７項ただし書，第８項ただし書，第９項ただし書，第１０項ただし書，

第１１項ただし書，第１２項ただし書，第１３項ただし書又は第１４項ただし書（法

第８７条第２項若しくは第３項又は第８８条第２項において準用する場合を含む。以

下「法第４８条各項ただし書」という）の規定による用途地域等における建築等の許

可の申請に対する審査 １８０，０００円 

（１０） 法第４８条第１６項第１号に該当する場合における法第４８条各項ただし書

の規定による用途地域等における建築等の許可の申請に対する審査 １２０，０００

円 



（１１） 法第４８条第１６項第２号に該当する場合における法第４８条各項ただし書

の規定による用途地域等における建築等の許可の申請に対する審査 １４０，０００

円 

（１２） 法第５１条ただし書（法第８７条第２項若しくは第３項又は第８８条第２項

において準用する場合を含む。）の規定による特殊建築物等の敷地の位置の許可の申

請に対する審査 １６０，０００円 

（１３） 法第５２条第６項第３号の規定による建築物の延べ面積の敷地面積に対する

割合に関する特例の認定の申請に対する審査 １２０，０００円 

（１４） 法第５２条第１０項，第１１項又は第１４項の規定による建築物の延べ面積

の敷地面積に対する割合に関する特例の許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（１５） 法第５３条第４項，第５項又は第６項第３号の規定による建築物の建築面積

の敷地面積に対する割合に関する制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査 ３

３，０００円 

（１６） 法第５３条の２第１項第３号又は第４号（法第５７条の５第３項において準

用する場合を含む。）の規定による建築物の敷地面積の許可の申請に対する審査 １

６０，０００円 

（１７） 法第５５条第２項の規定による建築物の高さに関する特例の認定の申請に対

する審査 ２７，０００円 

（１８） 法第５５条第３項又は第４項各号の規定による建築物の高さの許可の申請に

対する審査 １６０，０００円 

（１９） 法第５６条の２第１項ただし書の規定による日影による建築物の高さの特例

の許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（２０） 法第５７条第１項の規定による高架の工作物内に設ける建築物の高さに関す

る制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査 ２７，０００円 

（２１） 法第５７条の２第１項の規定に基づく特例容積率適用地区内における特例容

積率の限度の指定の申請に対する審査 

ア 特例敷地の数が２である場合 ７８，０００円 



イ 特例敷地の数が３以上である場合 ７８，０００円に２を超える特例敷地の数に

２８，０００円を乗じて得た額を加算した額 

（２２） 法第５７条の３第１項の規定に基づく特例容積率適用地区内における特例容

積率の限度の指定の取消しの申請に対する審査 

ア 特例敷地の数が１である場合 １８，４００円 

イ 特例敷地の数が２以上である場合 １８，４００円に１を超える特例敷地の数に

１２，０００円を乗じて得た額を加算した額 

（２３） 法第５７条の４第１項の規定に基づく特例容積率適用地区内の建築物の高さ

の制限に関する特例の許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（２４） 法第５８条第２項の規定による建築物の高さの許可の申請に対する審査 １

６０，０００円 

（２５） 法第５９条第１項第３号の規定による高度利用地区における建築物の延べ面

積の敷地面積に対する割合，建築面積の敷地面積に対する割合，建築面積又は壁面の

位置の特例の許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（２６） 法第５９条第４項の規定による高度利用地区における建築物の各部分の高さ

の許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（２７） 法第５９条の２第１項の規定による敷地内に広い空地を有する建築物の延べ

面積の敷地面積に対する割合又は各部分の高さの特例の許可の申請に対する審査 １

６０，０００円 

（２８） 法第６０条の２第１項第３号の規定に基づく都市再生特別地区における建築

物の容積率及び建蔽率，建築物の建築面積並びに建築物の高さの制限の適用除外に係

る許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（２９） 法第６７条の３第３項第２号の規定に基づく特定防災街区整備地区の区域に

おける建築物の敷地面積の最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査 

１６０，０００円 

（３０） 法第６７条の３第５項第２号の規定に基づく特定防災街区整備地区の区域に

おける建築物の壁面の位置の制限の適用除外に係る許可の申請に対する審査 １６０，

０００円 



（３１） 法第６７条の３第９項第２号の規定に基づく特定防災街区整備地区の区域に

おける建築物の開口率及び高さの最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請に対す

る審査 １６０，０００円 

（３２） 法第６８条第１項第２号の規定に基づく景観地区の区域における建築物の高

さの最高限度又は最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請の審査 １６０，００

０円 

（３３） 法第６８条第２項第２号の規定に基づく景観地区の区域における建築物の壁

面の位置の制限の適用除外に係る許可の申請の審査 １６０，０００円 

（３４） 法第６８条第３項第２号の規定に基づく景観地区の区域における建築物の敷

地面積の最低限度の制限の適用除外に係る許可の申請の審査 １６０，０００円 

（３５） 法第６８条第５項の規定に基づく景観地区の区域における建築物の各部分の

高さに関する制限の適用除外に係る認定の申請の審査 ２７，０００円 

（３６） 法第６８条の３第１項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のう

ち再開発等促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の延べ面積の敷地面

積に対する割合に関する制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査 ２７，００

０円 

（３７） 法第６８条の３第２項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のう

ち再開発等促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の建築面積の敷地面

積に対する割合に関する制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査 ２７，００

０円 

（３８） 法第６８条の３第３項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のう

ち再開発等促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の高さに関する制限

の適用除外に係る認定の申請に対する審査 ２７，０００円 

（３９） 法第６８条の３第４項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域のう

ち再開発等促進区又は沿道再開発等促進区の区域における建築物の高さに関する制限

の適用除外に係る許可の申請に対する審査 １６０，０００円 



（４０） 法第６８条の３第７項の規定に基づく地区計画の区域のうち開発整備促進区

で地区整備計画が定められているものの区域における用途地域等の制限の適用除外に

係る認定の申請に対する審査 ２７，０００円 

（４１） 法第６８条の４の規定に基づく地区計画等の区域における公共施設の整備の

状況に応じた建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認

定の申請に対する審査 ２７，０００円 

（４２） 法第６８条の５の２の規定に基づく防災街区整備地区計画の区域内における

建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申請に対

する審査 ２７，０００円 

（４３） 法第６８条の５の３第２項の規定に基づく地区計画又は沿道地区計画の区域

における建築物の各部分の高さに関する制限の特例に係る許可の申請に対する審査 

１６０，０００円 

（４４） 法第６８条の５の５第１項の規定に基づく地区計画等の区域における建築物

の延べ面積の敷地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申請に対する審

査 ２７，０００円 

（４５） 法第６８条の５の５第２項の規定に基づく地区計画等の区域における建築物

の各部分の高さの認定の申請に対する審査 ２７，０００円 

（４６） 法第６８条の５の６の規定に基づく地区計画等の区域における建築物の建築

面積の敷地面積に対する割合に関する制限の特例に係る認定の申請に対する審査 ２

７，０００円 

（４７） 法第６８条の７第５項の規定による予定道路に係る建築物の延べ面積の敷地

面積に対する割合に関する特例の許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（４８） 法第８５条第６項の規定による仮設興行場等の建築の許可の申請に対する審

査 １２０，０００円 

（４９） 法第８５条第７項の規定による１年を超えて使用する特別の必要がある仮設

興行場等の建築の許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（５０） 法第８６条第１項の規定による総合的設計による一団地の１又は２以上の建

築物の特例の認定の申請に対する審査 



ア 建築物の数が２以下である場合 ７８，０００円 

イ 建築物の数が３以上である場合 ７８，０００円に２を超える建築物の数に２８，

０００円を乗じて得た額を加算した額 

（５１） 法第８６条第２項の規定による既存建築物を前提とした総合的設計による建

築物の特例の認定の申請に対する審査 

ア 建築物（既存建築物を除く。以下この号において同じ。）の数が１である場合 ７

８，０００円 

イ 建築物の数が２以上である場合 ７８，０００円に１を超える建築物の数に２８，

０００円を乗じて得た額を加算した額 

（５２） 法第８６条第３項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する総合的計画によ

る一団地の１又は２以上の建築物の特例の許可の申請に対する審査 

ア 建築物の数が２以下である場合 ２３８，０００円 

イ 建築物の数が３以上である場合 ２３８，０００円に２を超える建築物の数に２

８，０００円を乗じて得た額を加算した額 

（５３） 法第８６条第４項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する既存建築物を前

提とした総合的設計による建築物の特例の許可の申請に対する審査 

ア 建築物の数が１である場合 ２３８，０００円 

イ 建築物の数が２以上である場合 ２３８，０００円に１を超える建築物の数に２

８，０００円を乗じて得た額を加算した額 

（５４） 法第８６条の２第１項の規定に基づく一敷地内建築物以外の建築物の建築の

認定の申請に対する審査 

ア 建築物（一敷地内建築物を除く。以下この号において同じ。）の数が１である場

合 ７８，０００円 

イ 建築物の数が２以上である場合 ７８，０００円に１を超える建築物の数に２８，

０００円を乗じて得た額を加算した額 

（５５） 法第８６条の２第２項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する一敷地内建

築物以外の建築物の建築の許可の申請に対する審査 



ア 建築物（一敷地内建築物を除く。以下この号において同じ。）の数が１である場

合 ２３８，０００円 

イ 建築物の数が２以上である場合 ２３８，０００円に１を超える建築物の数に２

８，０００円を乗じて得た額を加算した額 

（５６） 法第８６条の２第３項の規定に基づく敷地内に広い空地を有する一敷地内建

築物以外の建築物の建築の許可の申請に対する審査 

ア 建築物（一敷地内建築物を除く。以下この号において同じ。）の数が１である場

合 ２３８，０００円 

イ 建築物の数が２以上である場合 ２３８，０００円に１を超える建築物の数に２

８，０００円を乗じて得た額を加算した額 

（５７） 法第８６条の５第１項の規定による複数建築物の認定の取消しの申請に対す

る審査 ６，４００円に現に存する建築物の数に１２，０００円を乗じて得た額を加

算した額 

（５８） 法第８６条の６第２項の規定による一団地の住宅施設に関する都市計画に基

づく建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合，建築面積の敷地面積に対する割合，

外壁の後退距離又は高さに関する制限の適用除外に係る認定の申請に対する審査 ２

７，０００円 

（５９） 法第８６条の８第１項，又は第８７条の２第１項の規定に基づく既存の１の

建築物について２以上の工事に分けて行う場合の制限の緩和の認定の申請に対する審

査 ２７，０００円 

（６０） 法第８６条の８第３項（第８７条の２第２項において準用する場合を含む。）

の規定に基づく既存の１の建築物について２以上の工事に分けて行う場合の制限の緩

和の変更の認定の申請に対する審査 ２７，０００円 

（６１） 法第８７条の３第６項の規定に基づく建築物の用途を変更して一時的に興行

場等として使用することの許可の申請に対する審査 １２０，０００円 

（６２） 法第８７条の３第７項の規定に基づく建築物の用途を変更して一時的に特別

興行場等として使用することの許可の申請に対する審査 １６０，０００円 



（６３） マンションの建替え等の円滑化に関する法律第１０５条第１項の規定による

容積率に関する特例の許可の申請に対する審査 １６０，０００円 

（建築台帳記載事項証明の交付手数料） 

第９条 法第１２条第８項に規定する台帳に記載した事項を証する書面の交付手数料の額

は，３００円とする。 

（建築関係書類の写しの交付手数料） 

第１０条 法第４２条第１項第５号に規定する道路の位置の指定に係る図面及び建築基準

法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１１条の４第１項第１号から第６号まで

に規定する書類の写しの交付手数料の額は，３００円とする。 

（長期優良住宅の認定申請手数料） 

第１１条 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第５条第１項から第５項までの規定に

よる長期優良住宅建築等計画（以下「長期優良住宅建築等計画」という。）の認定の申

請（次項に掲げる申請を除く。）に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に

応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 住宅を新築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第６条の２第

３項に規定する確認書のうち，当該住宅の構造及び設備が長期使用構造等である旨

が記載されたもの若しくは同法第５条第１項に規定する住宅性能評価書又はこれら

の写し（以下「確認書等」という。）の提出がある場合 次に掲げる住宅の区分に

応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。

以下この条において同じ。） １２，４００円 

(ｲ) 共同住宅等（共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をいう。以下

この条において同じ。） 床面積（当該申請に係る住宅が属する一の建築物の床

面積をいう。以下この項において同じ。）の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ ５００平方メートル以内のもの ２２，８００円 

ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの ３７，８

００円 



ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの ６３，

１００円 

ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの １０

１，２００円 

ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの １

５４，６００円 

ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

２６２，８００円 

ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

３３２，９００円 

ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの ３７８，０００円 

イ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 ４６，８００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ ５００平方メートル以内のもの １１０，２００円 

ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの １７６，

５００円 

ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの ３４

８，９００円 

ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ６２

４，９００円 

ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの １，

０７４，４００円 

ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの  

１，９８８，０００円 

ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの  

２，８４０，５００円 

ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの ３，４７９，７００円 



(2) 住宅を増築又は改築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 確認書等の提出がある場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める

額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 １８，７００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ ５００平方メートル以内のもの ３４，３００円 

ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの ５６，７

００円 

ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの ９４，

６００円 

ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの １５

１，９００円 

ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの ２

３２，０００円 

ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

３９４，３００円 

ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

４９９，４００円 

ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの ５６７，０００円 

イ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 ７０，２００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ ５００平方メートル以内のもの １６５，４００円 

ｂ ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの ２６４，

８００円 

ｃ １，０００平方メートルを超え，３，０００平方メートル以内のもの ５２

３，３００円 

ｄ ３，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ９３



７，４００円 

ｅ ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの １，

６１１，７００円 

ｆ １０，０００平方メートルを超え，２０，０００平方メートル以内のもの 

２，９８２，０００円 

ｇ ２０，０００平方メートルを超え，３０，０００平方メートル以内のもの 

４，２６０，８００円 

ｈ ３０，０００平方メートルを超えるもの ５，２１９，７００円 

２ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第２項の規定による申出がある場合の

同法第５条第１項から第５項までの規定による長期優良住宅建築等計画の認定の申請に

対する審査手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係る住宅が属する一の建築物に

ついて第３条又は第４条に定める額を合算した額とする。 

３ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第８条第１項の規定による認定長期優良住宅

建築等計画（同法第９条第１項の認定長期優良住宅建築等計画をいう。以下同じ。）の

変更の認定の申請（次項及び第５項に掲げる申請を除く。）に対する審査手数料の額は，

次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 住宅を新築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に係る

部分の変更の認定の申請であって当該変更に係る確認書等の提出がある場合及び同

号に掲げる基準以外の部分の変更の認定の申請の場合 次に掲げる住宅の区分に応

じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 ６，２００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積（当該申請に係る住宅が属する一の建築物の床面積のうち

当該変更に係る部分（床面積の増加する部分にあっては，当該増加する部分）の

床面積をいう。以下この項において同じ。）の区分に応じ，第１項第１号ア（イ）

にそれぞれ定める額に２分の１を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数が

あるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

イ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 



(ｱ) 一戸建ての住宅 ２３，４００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第１号イ（イ）にそれぞれ定める額

に２分の１を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端

数金額を切り捨てた額） 

(2) 住宅を増築又は改築する場合 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に係る

部分の変更の認定の申請であって当該変更に係る確認書等の提出がある場合及び同

号に掲げる基準以外の部分の変更の認定の申請の場合 次に掲げる住宅の区分に応

じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 ９，３００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第２号ア（イ）にそれぞれ定める額

に２分の１を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端

数金額を切り捨てた額） 

イ その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

(ｱ) 一戸建ての住宅 ３５，１００円 

(ｲ) 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第２号イ（イ）にそれぞれ定める額

に２分の１を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端

数金額を切り捨てた額） 

４ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第８条第２項において準用する同法第６条第

２項の規定による申出がある場合の同法第８条第１項の規定による認定長期優良住宅建

築等計画の変更の認定の申請に対する審査手数料の額は，前項に定める額と当該申請に

係る住宅が属する一の建築物について第３条又は第４条に定める額を合算した額とする。 

５ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第９条第１項の規定による譲受人を決定した

場合又は同条第３項の規定による管理者等が選任された場合における同法第８条第１項

の規定による認定長期優良住宅建築等計画の変更の認定の申請に対する審査手数料の額

は，６，２００円とする。 



６ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第５条第６項及び第７項の規定による長期優

良住宅維持保全計画の認定の申請に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に

応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 確認書等の提出がある場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 第１項第２号ア（ア）に定める額 

イ 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第２号ア（イ）にそれぞれ定める額 

(2) その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 第１項第２号イ（ア）に定める額 

イ 共同住宅等 床面積の区分に応じ，第１項第２号イ（イ）にそれぞれ定める額 

７ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第８条第１項の規定による認定長期優良住宅

維持保全計画（同法第１０条第２号ロの認定長期優良住宅維持保全計画をいう。）の変

更の認定の申請に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当

該各号に定める額とする。 

(1) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号に掲げる基準に係る部

分の変更の認定の申請であって当該変更に係る確認書等の提出がある場合及び同号に

掲げる基準以外の部分の変更の認定の申請の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，そ

れぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 第３項第２号ア（ア）に定める額 

イ 共同住宅等 第３項第２号ア（イ）に定める額 

(2) その他の場合 次に掲げる住宅の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 第３項第２号イ（ア）に定める額 

イ 共同住宅等 第３項第２号イ（イ）に定める額 

８ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第１０条の規定による計画の認定を受けた地

位の承継の承認申請に対する審査手数料の額は，６，２００円とする。 

（低炭素建築物の認定申請手数料） 

第１２条 都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の規定による低炭素建築物

新築等計画（以下「低炭素建築物新築等計画」という。）の認定の申請（次項に掲げる



申請を除く。）に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当

該各号に定める額とする。 

（１） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１５条第１項の登録建築

物エネルギー消費性能判定機関（以下「登録建築物エネルギー消費性能判定機関」と

いう。）若しくは登録住宅性能評価機関（当該申請に係る建築物が住宅の用に供する

場合に限る。）が交付する適合証（当該低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の

促進に関する法律第５４条第１項各号に掲げる基準に適合していることを証する書類

をいう。）又は登録住宅性能評価機関が交付する設計住宅性能評価書（当該低炭素建

築物新築等計画が日本住宅性能表示基準（平成１３年国土交通省告示第１３４６号）

別表１の５の５－１断熱等性能等に係る評価が等級５以上であって，かつ，同表の５

の５－２一次エネルギー消費量等級に係る評価が等級６以上であることを証するもの

に限る。）の写しの提出がある場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に

定める額 

ア 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。

以下この条において同じ。） ４，５００円 

イ 共同住宅等（共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をいう。以下こ

の条において同じ。） 次に掲げる建築物の部分の区分に応じ，それぞれ次に定め

る額を合算して得た額（共用部分の床面積が０の場合にあっては，（ア）の額） 

（ア） 住戸部分 住戸の戸数の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a １戸のもの ４，５００円 

b １戸を超え，５戸以内のもの ９，１００円 

c ５戸を超え，１０戸以内のもの １５，７００円 

d １０戸を超え，２５戸以内のもの ２６，１００円 

e ２５戸を超え，５０戸以内のもの ４３，８００円 

f ５０戸を超え，１００戸以内のもの ７８，５００円 

g １００戸を超え，２００戸以内のもの １２４，０００円 

h ２００戸を超え，３００戸以内のもの １５７，０００円 

i ３００戸を超えるもの １６７，０００円 



（イ） 共用部分 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a ３００平方メートル以内のもの ９，１００円 

b ３００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの １６，００

０円 

c １，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内のもの ２６，

１００円 

d ２，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ７８，

５００円 

e ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの １２

４，０００円 

f １０，０００平方メートルを超え，２５，０００平方メートル以内のもの １

５７，０００円 

g ２５，０００平方メートルを超えるもの １９６，０００円 

ウ 複合建築物（非住宅部分を有する共同住宅等をいう。以下この条において同じ。） 

次に掲げる認定の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） 住戸部分のみの認定 イ（ア）の額に共用部分の床面積の区分に応じイ（イ）

ａからgまでに定める額を加えて得た額（共用部分の床面積が０の場合にあっては，

イ（ア）の額） 

（イ） 建築物全体の認定 イ（ア）の額，共用部分の床面積の区分に応じイ（イ）

ａからgまでに定める額及び非住宅部分の床面積の区分に応じイ（イ）ａからgま

でに定める額を合算して得た額（共用部分の床面積が０の場合にあっては，イ（ア）

の額に非住宅部分の床面積の区分に応じイ（イ）ａからgまでに定める額を加えて

得た額） 

（ウ） 非住宅部分のみの認定 床面積の区分に応じ，それぞれイ（イ）ａからg

までに定める額 

エ 非住宅建築物（非住宅部分のみにより構成される建築物をいう。以下この条にお

いて同じ。） 床面積の区分に応じ，それぞれイ（イ）ａからgまでに定める額 

（２） その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 



ア 一戸建ての住宅 ３３，３００円 

イ 共同住宅等 次に掲げる建築物の部分の区分に応じ，それぞれ次に定める額を合

算して得た額（共用部分の床面積が０の場合にあっては，（ア）の額） 

（ア） 住戸部分 住戸の戸数の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a １戸のもの ３３，３００円 

b １戸を超え，５戸以内のもの ６７，４００円 

c ５戸を超え，１０戸以内のもの ９４，９００円 

d １０戸を超え，２５戸以内のもの １３３，０００円 

e ２５戸を超え，５０戸以内のもの １９１，０００円 

f ５０戸を超え，１００戸以内のもの ２７５，０００円 

g １００戸を超え，２００戸以内のもの ３７２，０００円 

h ２００戸を超え，３００戸以内のもの ４８８，０００円 

i ３００戸を超えるもの ５７３，０００円 

（イ） 共用部分 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a ３００平方メートル以内のもの １０６，０００円 

b ３００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの １３４，０

００円 

c １，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内のもの １７６，

０００円 

d ２，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ２７４，

０００円 

e ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの ３５

２，０００円 

f １０，０００平方メートルを超え，２５，０００平方メートル以内のもの ４

２１，０００円 

g ２５，０００平方メートルを超えるもの ４９０，０００円 

ウ 複合建築物 次に掲げる認定の床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 



（ア） 住戸部分のみの認定 イ（ア）の額に共用部分の床面積の区分に応じイ（イ）

ａからgまでに定める額を加えて得た額（共用部分の床面積が０の場合にあっては，

イ（ア）の額） 

（イ） 建築物全体の認定 イ（ア）に定める額，共用部分の床面積の区分に応じ

イ（イ）ａからgまでに定める額，非住宅部分の床面積の区分に応じイ（イ）ａか

らgまでに定める額及び非住宅部分の床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額

を合算して得た額（共用部分の床面積が０の場合にあっては，イ（ア）に定める

額，非住宅部分の床面積の区分に応じイ（イ）ａからgまでに定める額及び非住宅

部分の床面積の区分に応じそれぞれ次に定める額を合計して得た額） 

a ３００平方メートル以内のもの １２９，０００円 

b ３００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの １５８，０

００円 

c １，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内のもの １９９，

０００円 

d ２，０００平方メートルを超え，５，０００平方メートル以内のもの ２６０，

０００円 

e ５，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内のもの ３０

４，０００円 

f １０，０００平方メートルを超え，２５，０００平方メートル以内のもの ３

５２，０００円 

g ２５，０００平方メートルを超えるもの ３９２，０００円 

（ウ） 非住宅部分のみの認定 床面積の区分に応じイ（イ）ａからgまでに定める

額に，床面積の区分に応じ（イ）ａからgまでに定める額を加えて得た額 

エ 非住宅建築物 床面積の区分に応じイ（イ）ａからgまでに定める額に床面積の区

分に応じウ（イ）ａからgまでに定める額を加えて得た額 

２ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定による申出がある場合の低

炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する手数料の額は，前項に定める額と当該申請

に係る建築物について第３条又は第４条に定める額を合算した額とする。 



３ 低炭素建築物新築等計画の認定を受けた建築物について，技術的基準の審査に係る都

市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第１項の規定による計画の変更の認定の申請

に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める

額とする。 

（１） 登録建築物エネルギー消費性能判定機関若しくは登録住宅性能評価機関（当該

申請に係る建築物が住宅の用に供する場合に限る。）が交付する変更適合証（当該変

更後の低炭素建築物新築等計画が都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第１項

の基準に適合していることを証する書面をいう。）又は登録住宅性能評価機関が交付

する設計住宅性能評価書（当該変更後の低炭素建築物新築等計画が日本住宅性能表示

基準別表１の５の５－１断熱等性能等級に係る評価が等級５以上であって，かつ，同

表の５の５－２一次エネルギー消費量等級に係る評価が等級６以上であることを証す

るものに限る。）の写しの提出がある場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞ

れ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 ２，２００円 

イ 共同住宅等 認定を受けた計画の変更に係る建築物の部分について，建築物の部

分の区分に応じ，第１項第１号イに定める額に２分の１を乗じて得た額に，追加さ

れる建築物の部分の区分に応じ，それぞれ同イに定める額を加えて得た額（その額

に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

ウ 複合建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について，認定の区分に

応じ，それぞれ第１項第１号ウ（ア），（イ）又は（ウ）に定める額に２分の１を

乗じて得た額に，追加される部分について認定の区分に応じ，それぞれ同ウ（ア），

（イ）又は（ウ）に定める額を加えて得た額（その額に１００円未満の端数がある

ときは，その端数金額を切り捨てた額） 

エ 非住宅建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について第１項第１号

エに定める額に２分の１を乗じて得た額に，追加される部分について同エに定める

額を加えて得た額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切

り捨てた額） 

（２） その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 



ア 一戸建ての住宅 １６，６００円 

イ 共同住宅等 認定を受けた計画の変更に係る建築物の部分について，建築物の部

分の区分に応じ，第１項第２号イに定める額に２分の１を乗じて得た額に，追加さ

れる建築物の部分の区分に応じ，それぞれ同イに定める額を加えて得た額（その額

に１００円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額） 

ウ 複合建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について認定の区分に応

じ，それぞれ第１項第２号ウ（ア），（イ）又は（ウ）に定める額に２分の１を乗

じて得た額に，追加される部分について認定の区分に応じ，それぞれ同ウ（ア），

（イ）又は（ウ）に定める額を加えて得た額（その額に１００円未満の端数がある

ときは，その端数金額を切り捨てた額） 

エ 非住宅建築物 認定を受けた部分の計画の変更に係る部分について第１項第２号

エに定める額に２分の１を乗じて得た額に，追加される部分について同エに定める

額を加えて得た額 

４ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第２項の規定において準用する同法第５

４条第２項の規定による申出がある場合の同法第５５条第１項の規定による計画の変更

認定に対する審査手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係る建築物についての計

画の変更に対する第３条又は第４条に定める額を合算した額（その額に１００円未満の

端数があるときは，その端数金額を切り捨てた額）とする。 

５ 低炭素建築物新築等計画の認定を受けた建築物について，技術的基準の審査に係る部

分以外の都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第１項の規定による計画の変更認

定に対する審査手数料の額は，２，２００円とする。 

（建築物エネルギー消費性能の適合性判定手数料） 

第１３条 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１２条第１項又は第１３

条第２項の規定による建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る手数料の額は，次の

各号に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 工場等（工場，危険物の貯蔵又は処理に供するもの，水産物の増殖場若しくは

養殖場，畜舎，倉庫，卸売市場，火葬場又はと畜場，汚物処理場，ごみ焼却場その他

規則に定める処理施設の用途に供する建築物をいう。以下同じ。）の用途に供する建



築物次に掲げる当該申請に係る建築物のうち非住宅部分（増築又は改築の場合にあっ

ては，当該増築又は改築に係る部分及び当該増築又は改築に係る部分以外の部分のう

ち申請書において一次エネルギー消費量を算出している部分に限る。）の床面積（内

部に間仕切壁又は戸（ふすま，障子その他これらに類するものを除く。）を有しない

階又はその一部について，これらの床面積に対する常時外気に開放された開口部の面

積の合計の割合が２０分の１以上である部分の床面積を除く。以下この条において同

じ。）の合計による区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に

応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） モデル建物法（建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８

年経済産業省令・国土交通省令第１号。以下「基準省令」という。）に定める基

準のうち規則で定めるものをいう。以下この条において同じ。）による場合 ２

７，１００円 

（イ） 標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以

下この条において同じ。）による場合 ３１，６００円 

イ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区

分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） モデル建物法による場合 ３８，５００円 

（イ） 標準入力法等による場合 ４４，０００円 

ウ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区

分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） モデル建物法による場合 ９７，６００円 

（イ） 標準入力法等による場合 １０４，０００円 

エ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる

区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） モデル建物法による場合 １４７，０００円 

（イ） 標準入力法等による場合 １５４，０００円 



オ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げ

る区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） モデル建物法による場合 １８２，０００円 

（イ） 標準入力法等による場合 １９１，０００円 

カ ２５，０００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

（ア） モデル建物法による場合 ２２６，０００円 

（イ） 標準入力法等による場合 ２３６，０００円 

（２） 工場等以外の用途に供する建築物 次に掲げる当該申請に係る建築物のうち非

住宅部分（増築又は改築の場合にあっては，当該増築又は改築に係る部分及び当該増

築又は改築に係る部分以外の部分のうち申請書において一次エネルギー消費量を算出

している部分に限る。）の床面積の合計による区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に

応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） モデル建物法による場合 １１３，０００円 

（イ） 標準入力法等による場合 ２９２，０００円 

イ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区

分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） モデル建物法による場合 １４９，０００円 

（イ） 標準入力法等による場合 ３７８，０００円 

ウ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる区

分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） モデル建物法による場合 ２４２，０００円 

（イ） 標準入力法等による場合 ５３９，０００円 

エ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる

区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） モデル建物法による場合 ３１７，０００円 

（イ） 標準入力法等による場合 ６６４，０００円 



オ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 次に掲げ

る区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） モデル建物法による場合 ３８０，０００円 

（イ） 標準入力法等による場合 ７８６，０００円 

カ ２５，０００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

（ア） モデル建物法による場合 ４４６，０００円 

（イ） 標準入力法等による場合 ８９６，０００円 

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１２条第２項又は第１３条第３

項の規定による建築物エネルギー消費性能確保計画の変更に係る建築物エネルギー消費

性能適合性判定及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成

２８年国土交通省令第５号）第１１条の規定による軽微な変更に該当していることを証

する書面の交付申請に対する審査手数料の額は，前項各号に掲げる建築物の区分に応じ，

それぞれ当該手数料の額の２分の１に相当する額（その額に１００円未満の端数がある

ときは，その端数金額を切り捨てた額）とする。 

（建築物エネルギー消費性能向上計画等の認定申請手数料） 

第１４条 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３５条第１項の規定によ

る建築物エネルギー消費性能向上計画（同法第３４条第１項に規定する建築物エネルギ

ー消費性能向上計画をいう。以下この条において同じ。）の認定の申請（次項に掲げる

申請を除く。）に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる当該申請に係る建築物の

区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額（同法第３４条第３項各号に掲げる事項が記

載されている場合にあっては，当該額と次の各号に掲げる同項に規定する他の建築物の

区分に応じ当該各号に定める額を合算した額）とする。 

（１） 登録建築物エネルギー消費性能判定機関若しくは登録住宅性能評価機関が交付

する適合証（当該申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が建築物のエネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律第３５条第１項各号に掲げる基準に適合しているこ

とを証する書類をいう。）又は登録住宅性能評価機関が交付する設計住宅性能評価書

（当該申請に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が日本住宅性能表示基準別表１



の５の５－１断熱等性能等級に係る評価が等級５以上であって，かつ，同表の５の５

－２一次エネルギー消費量等級に係る評価が等級６以上であることを証するものに限

る。以下この条において同じ。）の写しの提出がある場合 次に掲げる建築物の区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分を有しないものに限る。

以下この条において同じ。） ４，８００円 

イ 非住宅部分を有しない共同住宅等（共同住宅，長屋その他の一戸建ての住宅以外

の住宅をいう。以下この条において同じ。） 床面積（共用部分の一次エネルギー消

費量を合計しない方法による場合にあっては，床面積から共用部分の床面積を減じて得た

面積）の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） ３００平方メートル未満のもの ９，７００円 

（イ） ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２０，８０

０円 

（ウ） ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの ４６，

５００円 

（エ） ５，０００平方メートル以上のもの ８３，４００円 

ウ 非住宅建築物（非住宅部分のみにより構成される建築物をいう。以下この条にお

いて同じ。） 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） ３００平方メートル未満のもの ９，７００円 

（イ） ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの １７，００

０円 

（ウ） １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２７，

８００円 

（エ） ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの ８３，

４００円 

（オ） ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの １３

２，０００円 



（カ） １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの １

６６，０００円 

（キ） ２５，０００平方メートル以上のもの ２０８，０００円 

エ 複合建築物（非住宅部分を有する共同住宅等をいう。以下この条において同じ。） 

次に掲げる認定の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） 住宅部分のみの認定 住宅部分の床面積（共用部分の一次エネルギー消費

量を合計しない方法による場合にあっては，床面積から共用部分の床面積を減じ

て得た面積。以下このエにおいて同じ。）の区分に応じ，それぞれイ（ア）から

（エ）までに定める額 

（イ） 建築物全体の認定 住宅部分の床面積の区分に応じイ（ア）から（エ）ま

でに定める額に，非住宅部分の床面積の区分に応じウ（ア）から（キ）までに定

める額を加えて得た額 

（ウ） 非住宅部分のみの認定 床面積の区分に応じ，それぞれウ（ア）から（キ）

までに定める額 

（２） その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） ２００平方メートル未満のもの ３５，４００円 

（イ） ２００平方メートル以上のもの ３９，６００円 

イ 非住宅部分を有しない共同住宅等 床面積（共用部分の一次エネルギー消費量を合計

しない方法による場合にあっては，床面積から共用部分の床面積を減じて得た面積）の区分

に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） ３００平方メートル未満のもの ７１，５００円 

（イ） ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの １１９，０

００円 

（ウ） ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの ２０３，

０００円 

（エ） ５，０００平方メートル以上のもの ２９１，０００円 

ウ 非住宅建築物 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 



（ア） ３００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

a モデル建物法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下こ

のウにおいて同じ。）による場合 ９０，３００円 

b 標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下こ

のウにおいて同じ。）による場合 ２３６，０００円 

（イ） ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる

区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a モデル建物法による場合 １１５，０００円 

b 標準入力法等による場合 ２９６，０００円 

（ウ） １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲

げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a モデル建物法による場合 １５１，０００円 

b 標準入力法等による場合 ３８２，０００円 

（エ） ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲

げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a モデル建物法による場合 ２４５，０００円 

b 標準入力法等による場合 ５４５，０００円 

（オ） ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの 次に

掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a モデル建物法による場合 ３２０，０００円 

b 標準入力法等による場合 ６７２，０００円 

（カ） １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 次

に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a モデル建物法による場合 ３８５，０００円 

b 標準入力法等による場合 ７９４，０００円 

（キ） ２５，０００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ

次に定める額 



a モデル建物法による場合 ４５１，０００円 

b 標準入力法等による場合 ９０６，０００円 

エ 複合建築物 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） 住宅部分のみの認定 住宅部分の床面積（共用部分の一次エネルギー消費

量を計算しない方法による場合にあっては，床面積から共用部分の床面積を減じ

て得た面積。以下このエにおいて同じ。）の区分に応じ，それぞれイ（ア）から

（エ）までに定める額 

（イ） 建築物全体の認定 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ 非住宅部分についてモデル建物法（基準省令に定める基準のうち規則で定め

るものをいう。以下このエにおいて同じ。）による場合 住宅部分の床面積の

区分に応じ，それぞれイ（ア）から（エ）までに定める額に非住宅部分の床面

積の区分に応じ，それぞれウ（ア）から（キ）までのａに定める額を加えた額 

ｂ 非住宅部分について標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定め

るものをいう。以下このエにおいて同じ。）による場合 住宅部分の床面積の

区分に応じ，それぞれイ（ア）から（エ）までに定める額に非住宅部分の床面

積の区分に応じ，それぞれウ（ア）から（キ）までのｂに定める額を加えた額 

（ウ） 非住宅部分のみの認定 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ａ モデル建物法による場合 床面積の区分に応じ，それぞれウ（ア）から（キ）

までのａに定める額 

ｂ 標準入力法等による場合 床面積の区分に応じ，それぞれウ（ア）から（キ）

までのｂに定める額 

２ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３５条第２項の規定による申出

がある場合の同条第１項の規定による建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請

に対する審査手数料の額は，前項に定める額と当該申請に係る建築物について第３条又

は第４条に定める額を合算した額とする。 

３ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３６条第１項の規定による認定

建築物エネルギー消費性能向上計画（同法第３７条に規定する認定建築物エネルギー消

費性能向上計画をいう。以下この条において同じ。）の変更の認定の申請に対する審査



手数料の額は，次の各号に掲げる当該変更に係る建築物の区分に応じそれぞれ当該各号

に定める額（当該変更に係る建築物が複数の場合にあっては，当該変更に係る建築物ご

との当該建築物の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額を合算した額）とする。 

（１） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３５条第１項第１号に掲

げる基準に係る部分の変更の認定の申請であって，登録建築物エネルギー消費性能判

定機関若しくは登録住宅性能評価機関が交付する適合証（当該変更の内容が同号に掲

げる基準に適合していることを証する書類をいう。）又は登録住宅性能評価機関が交

付する設計住宅性能評価書の写しの提出がある場合及び同号に掲げる基準以外の部分

の変更の認定の申請の場合 第１項第１号に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ当

該手数料の額の２分の１に相当する額（その額に１００円未満の端数があるときは，

その端数金額を切り捨てた額） 

（２） その他の場合 第１項第２号に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ当該手数

料の額の２分の１に相当する額（その額に１００円未満の端数があるときは，その端

数金額を切り捨てた額） 

４ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３６条第２項において準用する

同法第３６条第２項の規定による申出がある場合の同法第３６条第１項の規定による認

定建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定の申請に対する審査手数料の額は，

前項に定める額と当該申請に係る建築物についての計画の変更に対する第３条又は第４

条に定める額を合算した額とする。 

５ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第４１条第２項の規定による建築

物エネルギー消費性能基準（同法第２条第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基

準をいう。以下この項において同じ。）に適合している旨の認定の申請に対する審査手

数料の額は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 登録建築物エネルギー消費性能判定機関若しくは登録住宅性能評価機関が交付

する適合証（当該申請に係る建築物が建築物エネルギー消費性能基準に適合している

ことを証する書類をいう。）又は規則で定める書類の提出がある場合 次に掲げる建

築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 ４，８００円 



イ 非住宅部分を有しない共同住宅等 床面積（共用部分の一次エネルギー消費量を

合計しない方法による場合にあっては，床面積から共用部分の床面積を減じて得た

面積）の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） ３００平方メートル未満のもの ９，７００円 

（イ） ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２０，８０

０円 

（ウ） ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの ４６，

５００円 

（エ） ５，０００平方メートル以上のもの ８３，４００円 

ウ 非住宅建築物 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） ３００平方メートル未満のもの ９，７００円 

（イ） ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの １７，００

０円 

（ウ） １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの ２７，

８００円 

（エ） ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの ８３，

４００円 

（オ） ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの １３

２，０００円 

（カ） １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの １

６６，０００円 

（キ） ２５，０００平方メートル以上のもの ２０８，０００円 

エ 複合建築物 住宅部分の床面積（共用部分の一次エネルギー消費量を合計しない

方法による場合にあっては，床面積から共用部分の床面積を減じて得た面積）の区

分に応じたイ（ア）から（エ）までに定める額と非住宅部分の床面積に応じたウ（ア）

から（キ）までに定める額を合算した額 

（２） その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 一戸建ての住宅 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 



（ア） ２００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

a 仕様基準（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下同じ）又はモ

デル住宅法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下同じ）によ

る場合 １８，０００円 

b 性能基準（仕様基準及びモデル住宅法以外の基準をいう。以下このアにおいて同じ。）

による場合 ３５，４００円 

（イ） ２００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

a 仕様基準又はモデル住宅法による場合 １９，４００円 

b 性能基準による場合 ３９，６００円 

イ 非住宅部分を有しない共同住宅等 床面積（共用部分の一次エネルギー消費量を

合計しない方法による場合にあっては，床面積から共用部分の床面積を減じて得た

面積）の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） ３００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

a 仕様基準又はフロア入力法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。

以下このイにおいて同じ）による場合 ３４，０００円 

b 性能基準（仕様基準及びフロア入力法による評価以外のもの。以下このイにおいて同

じ。）による場合 ７１，５００円 

（イ） ３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる

区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a 仕様基準又はフロア入力法による場合 ５９，０００円 

b 性能基準による場合 １１９，０００円 

（ウ） ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲

げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a 仕様基準又はフロア入力法による場合 １０７，０００円 

b 性能基準による場合 ２０３，０００円 



（エ） ５，０００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次

に定める額 

a 仕様基準又はフロア入力法による場合 １６１，０００円 

b 性能基準による場合 ２９１，０００円 

ウ 非住宅建築物 床面積の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） ３００平方メートル未満のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定

める額 

a モデル建物法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下こ

のウにおいて同じ。）による場合 ９０，３００円 

b 標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下こ

のウにおいて同じ。）による場合 ２３６，０００円 

（イ） ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの 次に掲げる

区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a モデル建物法による場合 １１５，０００円 

b 標準入力法等による場合 ２９６，０００円 

（ウ） １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの 次に掲

げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a モデル建物法による場合 １５１，０００円 

b 標準入力法等による場合 ３８２，０００円 

（エ） ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの 次に掲

げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a モデル建物法による場合 ２４５，０００円 

b 標準入力法等による場合 ５４５，０００円 

（オ） ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの 次に

掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a モデル建物法による場合 ３２０，０００円 

b 標準入力法等による場合 ６７２，０００円 



（カ） １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 次

に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

a モデル建物法による場合 ３８５，０００円 

b 標準入力法等による場合 ７９４，０００円 

（キ） ２５，０００平方メートル以上のもの 次に掲げる区分に応じ，それぞれ

次に定める額 

a モデル建物法による場合 ４５１，０００円 

b 標準入力法等による場合 ９０６，０００円 

エ 複合建築物 次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に定める額 

（ア） 住宅部分について仕様基準又はフロア入力法により，非住宅部分について

モデル建物法（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下同じ。）

による場合 住宅部分の床面積（共用部分の一次エネルギー消費量を合計しない方

法による場合にあっては，床面積から共用部分の床面積を減じて得た面積。以下同

じ。）の区分に応じイ（ア）から（エ）までのａに定める額と非住宅部分の床面積

の区分に応じウ（ア）から（キ）までのａに定める額を合算した額 

（イ） 住宅部分について仕様基準又はフロア入力法により，非住宅部分について

標準入力法等（基準省令に定める基準のうち規則で定めるものをいう。以下同じ。）

による場合 住宅部分の床面積の区分に応じイ（ア）から（エ）までのａに定める

額と非住宅部分の床面積の区分に応じウ（ア）から（キ）までのｂに定める額を合

算した額 

（ウ） 住宅部分について性能基準（基準省令に定める基準のうち規則で定めるも

のをいう。以下同じ。）により，非住宅部分についてモデル建物法による場合 住

宅部分の床面積の区分に応じイ（ア）から（エ）までのｂに定める額と非住宅部分

の床面積の区分に応じウ（ア）から（キ）までのａに定める額を合算した額 

（エ） 住宅部分について性能基準により，非住宅部分について標準入力法等によ

る場合 住宅部分の床面積の区分に応じイ（ア）から（エ）までのｂに定める額と

非住宅部分の床面積の区分に応じウ（ア）から（キ）までのｂに定める額を合算し

た額 



（マンションの管理計画の認定申請に対する審査手数料） 

第１５条 マンションの管理の適正化の推進に関する法律第５条の３第１項の規定による

マンションの管理に関する計画（以下「管理計画」という。）の認定の申請及び同法第

５条の６第１項の規定による更新の申請に対する審査手数料の額は，次の各号に掲げる

区分に応じ，それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 市が指定する法人が交付する適合証（申請に係る管理計画がマンションの管理の適

正化の推進に関する法律第５条の４第１号から第３号までに掲げる基準に適合してい

ることを証する書類をいう。）の提出がある場合 ３，４００円に１を超える長期修

繕計画の数に１，５００円を乗じて得た額を加算した額 

(2) その他の場合 ２４，０００円に１を超える長期修繕計画の数に１３，８００円を

乗じて得た額を加算した額 

２ マンションの管理の適正化の推進に関する法律第５条の７第１項の規定による管理計

画の変更の認定の申請に対する審査手数料の額は，７，９００円に次の各号に掲げる変

更する事項の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額を加算した額とする。 

(1) 管理組合の運営に関する事項 ８００円 

(2) 管理規約に関する事項 ６００円 

(3) 管理組合の経理に関する事項 ７００円 

(4) 長期修繕計画に関する事項 １，５００円 

(5) その他の事項 ５００円 

（納付時期） 

第１６条 手数料は，申請のとき納付しなければならない。 

（手数料の不還付） 

第１７条 既納の手数料は，還付しない。 

（手数料の減免） 

第１８条 市長は，公益上必要と認めるとき又は災害その他特別の理由があると認めると

きは，規則で定めるところにより，第３条から第８条までに規定する手数料を減額し，

又は免除することができる。 

（委任） 



第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

１ この条例は，平成１２年４月１日から施行する。 

２ 平成１１年４月３０日以前に確認の申請がされた建築物，建築設備及び工作物につい

ては，第５条及び第６条の規定は適用しない。 

附 則（平成１５年市条例第６号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１８年市条例第９号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の第７条第１項第２号の規定は，平成１８年

１０月１日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（平成１９年市条例第２４号） 

この条例は，建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律（平

成１８年法律第９１号）の施行の日から施行する。 

附 則（平成１９年市条例第６０号） 

この条例中第１条の規定は規則で定める日から，第２条の規定は平成１９年１１月３０

日から施行する。 

（参考 平成１９年市規則第３４４号で第１条の規定は公布の日から施行） 

附 則（平成２１年市条例第３２号） 

この条例は，平成２１年６月４日から施行する。 

ただし，第９条第１項第３８号の改正規定は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２２年市条例第１８号） 

この条例は，平成２２年４月１日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例

の規定は，同日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（平成２２年市条例第６１号） 

この条例は，平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年市条例第１９号） 

この条例は，平成２５年４月１日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例

の規定は，同日以後の申請に係るものについて適用する。 



附 則（平成２７年市条例第５５号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，

同日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（平成２８年市条例第４３号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，

同日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（平成２９年市条例第１９号） 

この条例は，平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年市条例第４５号） 

この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年市条例第７３号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，

同日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（令和元年市条例第１１号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，

同日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（令和元年市条例第３４号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，同

日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（令和２年市条例第２２号） 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の規定は，同

日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（令和３年市条例第４２号） 

この条例は，令和３年４月１日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例の

規定は，同日以後の申請に係るものについて適用する。 

附 則（令和３年市条例第７９号） 

この条例は，令和４年２月２０日から施行し，改正後の岡山市建築関係事務手数料条例

の規定は，同日以後の申請に係るものについて適用する。 



附 則（令和４年市条例第２３号） 

この条例は，令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年市条例第３６号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（令和４年市条例第４４号） 

この条例は，令和４年１０月１日から施行する。 

附 則（令和５年市条例第３８号） 

この条例は，公布の日から施行する。ただし，第８条の改正規定は，令和５年４月１日

から施行する。 

附 則（令和６年市条例第６０号） 

この条例は，公布の日から施行する。ただし，第５条第１項，第７条及び第８条第１号

の改正規定は，この条例の公布の日又は地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推

進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和６年法律第５３号）附則第１条第３号

に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 

 

 


